
  
  

  

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時  

   価情報の「資産（３）その他有価証券」には含まれておりません。 

  

 
(※１) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時 

   価開示の対象とはしておりません。 

(※２) 当連結会計年度において、非上場株式について25百万円減損処理を行っております。 

(※３) 非公募転換社債については、市場価格がなく、転換権を行使した場合の非上場株式の時価を把握する 

   ことが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしておりません。 

  

 (単位：百万円)

区  分 連結貸借対照表計上額

①非上場株式(※１)(※２) 1,137 

②非公募転換社債(※３) 10 

合計 1,148 
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Ⅱ 当中間連結会計期間 (自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 

  
平成23年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めており

ません（（注2）参照）。 

 
(※１) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(※２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目 

    については、（ ）で表示しております。 

(※３) 「中間連結貸借対照表計上額」の重要性が乏しい科目として記載を省略している科目は以下のとおりです。 

     資産の部に計上されている科目で記載を省略した科目  「商品有価証券」及び「外国為替」 

     負債の部に計上されている科目で記載を省略した科目  「外国為替」及び「支払承諾」 

  

(注１)金融商品の時価の算定方法 

  

 
(１) 現金預け金 

預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。 

  

(２) コールローン及び買入手形 

これらは、約定期間が短期間（１週間以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。 

 (単位：百万円)

 
中間連結貸借
対照表計上額

時価 差額

(１)現金預け金 44,683 44,683 
― 

 

(２)コールローン及び買入手形 10,000 10,000 
― 

 

(３)有価証券  

  満期保有目的の債券 6,455 6,504 49 

  その他有価証券 287,941 287,941 ― 
 

 

(４)貸出金 904,074  

   貸倒引当金(※１) △15,441  

 888,633 895,999 7,366 

資産計 1,237,712 1,245,128 7,415 

(１)預金 1,190,198 1,191,215 1,016 

(２)譲渡性預金 2,500 2,500 0 

(３)借用金 8,700 8,696 △3

(４)社債 5,800 5,734 △65

負債計 1,207,198 1,208,146 947 

デリバティブ取引(※２)  

 ヘッジ会計が適用されていないもの (0) (0) ―

 ヘッジ会計が適用されているもの ― ― ―

デリバティブ取引計 (0) (0) ―

資 産 
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(３) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格を時価としてお

ります。投資信託は、公表されている基準価格を時価としております。 

 自行保証付私募債は実質貸出金と同様とみなせるため、内部格付に基づく区分ごとに元利金の合

計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算出しております。 

変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価

とみなせない状態にあると判断し、当中間連結会計期間においては、合理的に算定された価額をも

って中間連結貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格をもって中間連結貸借対照

表計上額とした場合に比べ、「有価証券」は2,481百万円、「その他有価証券評価差額金」は2,481

百万円増加しております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、固定利付国債の価格に整合的な割引率と市場で評価

されるスワップション・ボラティリティを価格決定変数とし、将来のキャッシュ・フローを想定

し、算定した現在価値であります。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は「（有価証券関係）」に記載しております。

  

(４) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価

としております。 

固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様

の新規貸出を行った場合に想定される適用利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定

期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時

価としております。 

デリバティブの要素が含まれている貸出金及び住宅ローン債権は、経済・金融に関する情報サー

ビス業者等から提示された価格を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収

見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連結貸借

対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としておりま

す。 

  

 
(１) 預金及び (２) 譲渡性預金 

要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなし

ております。 

また、定期預金、定期積金及び譲渡性預金の時価は、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現

在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いてお

ります。 

  

(３) 借用金 

借用金のうち、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。 

また、劣後特約付借入金の時価は、経済・金融に関する情報サービス業者等から提示された価格

を基礎に時価を算定しております。 

  

(４) 社債 

当行の発行する社債の時価は、経済・金融に関する情報サービス業者等から提示された価格を基

礎に時価を算定しております。 

負 債 
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デリバティブ取引については、「（デリバティブ取引関係）」に記載しております。 

  

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時  

   価情報の「資産（３）その他有価証券」には含まれておりません。 

 
(※１) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め 

    られることから時価開示の対象とはしておりません。 

(※２) 当中間連結会計期間において、非上場株式について20百万円減損処理を行ってお 

    ります。 

(※３) 非公募転換社債については、市場価格がなく、転換権を行使した場合の非上場株式 

    の時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはして 

    おりません。 

  

デリバティブ取引 

 (単位：百万円)

区  分 中間連結貸借対照表計上額

①非上場株式(※１)(※２) 1,122 

②非公募転換社債(※３) 10 

合計 1,133 
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(有価証券関係) 

  

※１．中間連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 

※２．「子会社及び関連会社株式」については、中間財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。 

  

Ⅰ 前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券 (平成23年３月31日現在) 

 
  

２．その他有価証券 (平成23年３月31日現在) 

 
  

３．減損処理を行った有価証券 

有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価

に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについ

ては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失と

して処理(以下「減損処理」という。)しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、845百万円(うち、株式833百万円、その他12百万円)であり

ます。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄について連結会計年度末日

における時価が取得原価に比べて50％以上下落している場合はすべて実施しており、30％以上50％未

満の下落率の場合は、発行会社の業績や過去一定期間の時価の推移等を考慮し、回復可能性が認めら

れないと判断されるものについて実施しております。 

 種類 
連結貸借対照表
計上額 (百万円) 

時価 (百万円) 差額 (百万円)

時価が連結貸借対照
表計上額を超えるも
の 

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社債 5,544 5,717 172 

その他 ― ― ―

小計 5,544 5,717 172 

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない
もの 

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 1,000 894 △105

小計 1,000 894 △105

合計 6,544 6,611 66 

 種類
連結貸借対照表計上

額 (百万円)
取得原価 (百万円) 差額 (百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

株式 516 315 201 

債券 134,865 132,363 2,501 

国債 104,011 101,848 2,163 

地方債 2,072 2,049 23 

社債 28,781 28,465 315 

その他 36,180 35,583 596 

小計 171,561 168,262 3,299 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

株式 4,406 5,735 △1,329

債券 44,119 44,725 △606

国債 5,887 5,995 △107

地方債 1,365 1,398 △33

社債 36,866 37,332 △465

その他 24,962 26,759 △1,796

小計 73,488 77,220 △3,732

合計 245,050 245,483 △433
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Ⅱ 当中間連結会計期間 

１．満期保有目的の債券 (平成23年９月30日現在) 

 
  

２．その他有価証券 (平成23年９月30日現在) 

 
  

３．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して

おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって

中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理(以下

「減損処理」という。)しております。 

当中間連結会計期間における減損処理額は、390百万円(うち、株式390百万円)であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄について中間連結会計期間

末日における時価が取得原価に比べて50％以上下落している場合はすべて実施しており、30％以上

50％未満の下落率の場合は、発行会社の業績や過去一定期間の時価の推移等を考慮し、回復可能性が

認められないと判断されるものについて実施しております。 

  

  

 種類 
中間連結貸借対照表
計上額 (百万円) 

時価 (百万円) 差額 (百万円)

時価が中間連結貸借
対照表計上額を超え
るもの 

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社債 5,455 5,600 144 

その他 ― ― ―

小計 5,455 5,600 144 

時価が中間連結貸借
対照表計上額を超え
ないもの 

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 1,000 904 △95

小計 1,000 904 △95

合計 6,455 6,504 49 

 種類
中間連結貸借対照表計

上額 (百万円)
取得原価 (百万円) 差額 (百万円)

中間連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えるもの 

株式 987 624 363 

債券 192,494 190,063 2,430 

国債 120,786 119,021 1,764 

地方債 14,401 14,269 132 

社債 57,306 56,772 533 

その他 22,504 22,103 401 

小計 215,985 212,791 3,194 

中間連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えないもの 

株式 3,773 4,870 △1,097

債券 27,970 28,149 △179

国債 1,983 1,993 △10

地方債 1,857 1,860 △3

社債 24,129 24,295 △165

その他 40,211 44,000 △3,789

小計 71,955 77,021 △5,066

合計 287,941 289,812 △1,871
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(金銭の信託関係) 

  

Ⅰ 前連結会計年度（平成23年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間（平成23年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

  

  

(その他有価証券評価差額金) 

  

Ⅰ 前連結会計年度 

○その他有価証券評価差額金(平成23年３月31日現在) 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

Ⅱ 当中間連結会計期間 

○その他有価証券評価差額金(平成23年９月30日現在) 

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

 金額(百万円)

評価差額 △433

その他有価証券 △433

その他の金銭の信託 ―

(＋)繰延税金資産(又は(△)繰延税金負債) △24

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前) △458

(△)少数株主持分相当額 △15

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係
る評価差額金のうち親会社持分相当額 

―

その他有価証券評価差額金 △473

 金額(百万円)

評価差額 △1,871

その他有価証券 △1,871

その他の金銭の信託 
― 

 

(＋)繰延税金資産(又は(△)繰延税金負債) △38

その他有価証券評価差額金(持分相当額調整前) △1,909

(△)少数株主持分相当額 △24

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係
る評価差額金のうち親会社持分相当額 ― 

 

その他有価証券評価差額金 △1,934
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(デリバティブ取引関係) 

  

Ⅰ 前連結会計年度 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日に

おける契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法

は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場

リスクを示すものではありません。 

  

(1) 金利関連取引 (平成23年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

(2) 通貨関連取引 (平成23年３月31日現在) 

  

 
(注) 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

     2. 時価の算定 

    割引現在価値等により算定しております。 

  

(3) 株式関連取引 (平成23年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

(4) 債券関連取引 (平成23年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

(5) 商品関連取引 (平成23年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

(6) クレジットデリバティブ取引 (平成23年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

区分 種類 契約額等 (百万円)
契約額等のうち１年
超のもの (百万円)

時価 (百万円) 評価損益 (百万円)

金融商品 
取引所

通貨先物   

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

通貨オプション   

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ― ―

為替予約   

売建 66 ― △2 △2

買建 66 ― 1 1 

通貨オプション   

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

その他   

売建 ― ― ― ―

買建 ― ― ― ―

 合計 ―――― ―――― △0 △0
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方

法別の連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算

定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係

る市場リスクを示すものではありません。 

  

(1) 金利関連取引 (平成23年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

(2) 通貨関連取引 (平成23年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

(3) 株式関連取引 (平成23年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

(4) 債券関連取引 (平成23年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの中間連結決算

日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方

法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市

場リスクを示すものではありません。 

  

(1) 金利関連取引 (平成23年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

(2) 通貨関連取引 (平成23年９月30日現在) 

 
(注)１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

２．時価の算定 

割引現在価値等により算定しております。 

  

(3) 株式関連取引 (平成23年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

(4) 債券関連取引 (平成23年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

(5) 商品関連取引 (平成23年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

(6) クレジットデリバティブ取引 (平成23年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

区分 種類
契約額等(百万

円)

契約額等のうち
１年超のもの

(百万円)
時価(百万円) 評価損益(百万円)

店頭 

為替予約 

 売建 6 － 0 0 

 買建 6 － △0 △0

 合計 ――― ――― △0 △0
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方

法別の中間連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価

の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引

に係る市場リスクを示すものではありません。 

  

(1) 金利関連取引 (平成23年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

(2) 通貨関連取引 (平成23年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

(3) 株式関連取引 (平成23年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

(4) 債券関連取引 (平成23年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成22年4月1日 至 平成22年9月30日） 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成23年4月1日 至 平成23年9月30日） 

該当事項はありません。 

  

  
(資産除去債務関係) 

  

Ⅰ 前連結会計年度(平成23年３月31日) 

当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減  

 
  

Ⅱ 当中間連結会計期間(平成23年９月30日) 

当中間連結会計期間における当該資産除去債務の総額の増減  

 
  

期首残高 113百万円 

時の経過による調整額 2百万円 

期末残高 115百万円 

期首残高 115百万円 

時の経過による調整額 0百万円 

有形固定資産の除去に伴う減少額 △4百万円 

当中間連結会計期間末残高 112百万円 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

1. 報告セグメントの概要 

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。 

 当行グループは、主として国内において、きらやか銀行が行う銀行業を中心に、連結子会社におい

てクレジットカード業務及びベンチャーキャピタル業務等の金融サービス業を行っております。 

 当行グループは、中核事業である「銀行業」を報告セグメントにしております。また、連結子会社

の行うそれぞれの金融サービス業務は、その金額の全体に対する重要性を考慮し「その他」に含めて

おります。 

2. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と同一であります。 

3. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

                                    （単位：百万円）

 
(注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

   ２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、ベンチ

ャーキャピタル業及び事務受託業を含んでおります。 

 
報告セグメント

その他 合計
銀行業 計

経常収益  

  外部顧客に対する経常収益 13,195 13,195 385 13,581 

  セグメント間の内部経常収益 19 19 288 307 

計 13,214 13,214 674 13,889 

セグメント利益 851 851 8 859 

セグメント資産 1,241,443 1,241,443 108,872 1,350,316 

セグメント負債 1,190,519 1,190,519 107,678 1,298,198 

その他の項目  

減価償却費 702 702 3 705 

 資金運用収益 11,065 11,065 140 11,205 

 資金調達費用 1,316 1,316 3 1,320 

 特別利益 170 170 27 197 

 （貸倒引当金戻入益） ─ ─ (27) (27) 

 （償却債権取立益） (170) (170) ─ (170) 

 特別損失 176 176 ─ 176 

 （固定資産処分損） (22) (22) ─ (22) 

 （減損損失） (63) (63) ─ (63) 

 （資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額） (91) (91) ─ (91) 

 税金費用 19 19 15 34 

 持分法適用会社への投資額 17 17 ─ 17 

 有形固定資産及び無形固定資産の増加額 325 325 ─ 325 
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4. 報告セグメントの合計額と中間連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調 

  整に関する事項） 

(1) 報告セグメントの経常収益の合計額と中間連結損益計算書の経常収益計上額 

 
  （注） 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益

と中間連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。 

  

(2) 報告セグメントの利益の合計額と中間連結損益計算書の経常利益計上額 

 
  

  (単位：百万円)

 経常収益 金額

 報告セグメント計 13,214 

 「その他」の区分の経常収益 674 

 セグメント間取引消去 △307 

 負ののれんの償却額 37 

 持分法投資利益 19 

 持分法適用会社からの配当金の控除 △25 

 中間連結損益計算書の経常収益 13,612 

  (単位：百万円)

 利益 金額

 報告セグメント計 851 

 「その他」の区分の経常利益 8 

 負ののれんの償却額 37 

 持分法投資利益 19 

 持分法適用会社からの配当金の控除 △25 

 貸倒引当金の調整 26 

 その他の調整額 

  未実現利益の実現 △1 

 中間連結損益計算書の経常利益 916 
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(3) 報告セグメントの資産の合計額と中間連結貸借対照表の資産計上額 

 
  

(4) 報告セグメントの負債の合計額と中間連結貸借対照表の負債計上額 

 
  

(5) 報告セグメントのその他の項目の合計額と当該項目に相当する科目の中間連結財務諸表計   

  上額 

 
  

  (単位：百万円)

 資産 金額

 報告セグメント計 1,241,443 

 「その他」の区分の資産 108,872 

 投資と資本の消去 △963 

 持分法適用会社からの配当金の控除 △44 

 持分法適用会社との連結上の処理 △94 

 債権債務の消去 △106,562 

 固定資産未実現損益調整 △6 

 中間連結貸借対照表の資産合計 1,242,643 

  (単位：百万円)

 負債 金額

 報告セグメント計 1,190,519 

 「その他」の区分の負債 107,678 

 投資と資本の消去 40 

 債権債務の消去 △106,562 

 中間連結貸借対照表の負債合計 1,191,676 

  （単位：百万円）

 その他の項目
報告セグメ
ント計 

その他 調整額
中間連結財務
諸表計上額 

  減価償却費 702 3 1 706 

  資金運用収益 11,065 140 △26 11,179 

  資金調達費用 1,316 3 △0 1,319 

  特別利益 170 27 △25 172 

  （固定資産処分益） ─ ─ (1) (1) 

  （貸倒引当金戻入益） ─ (27) (△27) ─

  （償却債権取立益） (170) ─ ─ (170) 

  特別損失 176 ─ ─ 176 

  （固定資産処分損） (22) ─ ─ (22) 

  （減損損失） (63) ─ ─ (63) 

  （資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額） (91) ─ ─ (91) 

  税金費用 19 15 △0 34 

  持分法適用会社への投資額 17 ─ 55 72 

  有形固定資産及び無形固定資産の増加額 325 ─ ─ 325 
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Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

1. 報告セグメントの概要 

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。 

 当行グループは、主として国内において、きらやか銀行が行う銀行業を中心に、連結子会社におい

てクレジットカード業務及びベンチャーキャピタル業務等の金融サービス業を行っております。 

 当行グループは、中核事業である「銀行業」を報告セグメントにしております。また、連結子会社

の行うそれぞれの金融サービス業務は、その金額の全体に対する重要性を考慮し「その他」に含めて

おります。 

2. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と同一であります。 

3. 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

                                    （単位：百万円）

 
(注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

   ２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、ベンチ

ャーキャピタル業及び事務受託業を含んでおります。 

 
報告セグメント

その他 合計
銀行業 計

経常収益  

  外部顧客に対する経常収益 12,317 12,317 531 12,848 

  セグメント間の内部経常収益 32 32 274 307 

計 12,350 12,350 806 13,156 

セグメント利益 980 980 114 1,095 

セグメント資産 1,276,663 1,276,663 99,325 1,375,989 

セグメント負債 1,226,840 1,226,840 98,000 1,324,840 

その他の項目  

減価償却費 700 700 4 705 

 資金運用収益 10,686 10,686 116 10,803 

 資金調達費用 1,027 1,027 2 1,030 

 特別利益 137 137 1 139 

 （固定資産処分益） (6) (6) ─ (6) 

 （貸倒引当金戻入益） (128) (128) ─ (128) 

 特別損失 47 47 ─ 47 

 （固定資産処分損） (16) (16) ─ (16) 

 （減損損失） (31) (31) ─ (31) 

 税金費用 12 12 45 57 

 持分法適用会社への投資額 17 17 ─ 17 

 有形固定資産及び無形固定資産の増加額 90 90 1 91 
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4. 報告セグメントの合計額と中間連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調 

  整に関する事項） 

(1) 報告セグメントの経常収益の合計額と中間連結損益計算書の経常収益計上額 

 
  （注） 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益

と中間連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。 

  

(2) 報告セグメントの利益の合計額と中間連結損益計算書の経常利益計上額 

 
  

  (単位：百万円)

 経常収益 金額

 報告セグメント計 12,350 

 「その他」の区分の経常収益 806 

 セグメント間取引消去 △307 

 負ののれんの償却額 2 

 持分法投資利益 15 

 持分法適用会社からの配当金の控除 △12 

 貸倒引当金戻入益の調整 △136 

 その他の調整額 

   個別財務諸表の組替 1 

 中間連結損益計算書の経常収益 12,718 

  (単位：百万円)

 利益 金額

 報告セグメント計 980 

 「その他」の区分の利益 114 

 セグメント間取引消去 △11 

 負ののれんの償却額 2 

 持分法投資利益 15 

 持分法適用会社からの配当金の控除 △12 

 貸倒引当金の調整 △0 

 その他の調整額 

  個別財務諸表の組替 1 

  未実現利益の実現 △1 

 中間連結損益計算書の経常利益 1,089 
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(3) 報告セグメントの資産の合計額と中間連結貸借対照表の資産計上額 

 
  

(4) 報告セグメントの負債の合計額と中間連結貸借対照表の負債計上額 

 
  

(5) 報告セグメントのその他の項目の合計額と当該項目に相当する科目の中間連結財務諸表計   

  上額 

 
  

  (単位：百万円)

 資産 金額

 報告セグメント計 1,276,663 

 「その他」の区分の資産 99,325 

 投資と資本の消去 △963 

 持分法適用会社からの配当金の控除 △55 

 持分法適用会社との連結上の処理 △66 

 債権債務の消去 △97,244 

 固定資産未実現損益調整 △9 

 中間連結貸借対照表の資産合計 1,277,650 

  (単位：百万円)

 負債 金額

 報告セグメント計 1,226,840 

 「その他」の区分の負債 98,000 

 投資と資本の消去 0 

 債権債務の消去 △97,244 

 中間連結貸借対照表の負債合計 1,227,596 

  （単位：百万円）

 その他の項目
報告セグメ
ント計 

その他 調整額
中間連結財務
諸表計上額 

  減価償却費 700 4 1 706 

  資金運用収益 10,686 116 △24 10,778 

  資金調達費用 1,027 2 △0 1,029 

  特別利益 137 1 0 139 

  （固定資産処分益） (6) ─ (2) (8) 

  （貸倒引当金戻入益） (128) ─ ─ (128) 

  特別損失 47 ─ ─ 47 

  （固定資産処分損） (16) ─ ─ (16) 

  （減損損失） (31) ─ ─ (31) 

  税金費用 12 45 △0 57 

  持分法適用会社への投資額 17 ─ 59 76 

  有形固定資産及び無形固定資産の増加額 90 1 ─ 91 
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【関連情報】 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日） 

  

１．サービスごとの情報 

                                     （単位：百万円） 

 
  （注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 経常収益 

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が中間連結損益計算書の経常

収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産

の金額の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客に対する経常収益で中間連結損益計算書の経常収益の10％を占めるものがないため、記

載を省略しております。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年９月30日） 

  

１．サービスごとの情報 

                                     （単位：百万円） 

 
  （注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 経常収益 

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が中間連結損益計算書の経常

収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産

の金額の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客に対する経常収益で中間連結損益計算書の経常収益の10％を占めるものがないため、記

載を省略しております。 

  

  貸出業務 有価証券投資業務 その他 合計

 外部顧客に対する経常収益 9,748 2,050 1,813 13,612 

  貸出業務 有価証券投資業務 その他 合計

 外部顧客に対する経常収益 9,317 1,549 1,851 12,718 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日） 

                               （単位：百万円） 

 
  

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年９月30日） 

                               （単位：百万円） 

 
  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

  

 
 

報告セグメント
その他 合計

 銀行業 計

 減損損失 63 63 ─ 63 

 
 

報告セグメント
その他 合計

 銀行業 計

 減損損失 31 31 ─ 31 
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(１株当たり情報) 

１.１株当たり純資産額 

  

 
  

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
(注) 当中間連結会計期間末の当該優先配当額は、平成24年３月31日を基準日として配当を予定している額

のうち、当中間連結会計期間に帰属するものとして算定された額を記載しております。 

また、前連結会計年度末の当該優先配当額は、平成23年３月31日を基準日として配当を予定している

額のうち、前連結会計年度に帰属するものとして算定された額を記載しております。 

  

  
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成23年９月30日)

１株当たり純資産額 円 234.66 229.30 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部の合計額 百万円 50,750 50,053 

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 20,314 20,313 

 (うち少数株主持分) 百万円 141 151 

 (うち優先株式発行金額) 百万円 20,000 20,000 

(うち定時株主総会決議による優先
配当額)(注) 

百万円 173 ―

(うち中間優先配当額)(注) 百万円 ― 162 

普通株式に係る中間期末(期末)の純資
産額 

百万円 30,435 29,740 

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た中間期末(期末)の普通株式の数 

千株 129,698 129,698 
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２.１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び

算定上の基礎 

  

 
(注１) 当中間連結会計期間の当該優先配当額は、平成24年３月31日を基準日として配当を予定している額

のうち、当中間連結会計期間に帰属するものとして算定された額を記載しております。 

前中間連結会計期間の当該優先配当額は、平成23年３月31日を基準日として配当を予定している額

のうち、前中間連結会計期間に帰属するものとして算定された額を記載しております。 

(注２) 当該優先株主が当行に対し、当該優先株式の取得と引換えに普通株式の交付を請求することができ

る期間は、平成22年10月１日から平成36年９月30日まででありますが、前中間連結会計期間末におい

て、優先株式の取得請求権があるものとみなして算出しております。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

  

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当中間連結会計期間

(１)１株当たり中間純利益金額 円 5.42 7.39 

（算定上の基礎）  

 中間純利益 百万円 877 1,121 

 普通株主に帰属しない金額 百万円 173 162 

  うち中間優先配当額(注１) 百万円 173 162 

 普通株式に係る中間純利益 百万円 704 959 

 普通株式の期中平均株式数 千株 129,705 129,698 

(２)潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額(注２) 

円 2.25 2.70 

（算定上の基礎）  

 中間純利益調整額 百万円 173 162 

  うち中間優先配当額(注１) 百万円 173 162 

 普通株式増加数 千株 259,740 285,714 

  うち優先株式 千株 259,740 285,714 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要 

───── ─────
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３【中間財務諸表】 
(1)【中間貸借対照表】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当中間会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

現金預け金 33,023 44,682

コールローン 9,000 10,000

商品有価証券 223 228

有価証券 ※1, ※7, ※13  253,566 ※1, ※7, ※13  296,322

貸出金
※2, ※3, ※4, ※5, ※6, ※8

891,950

※2, ※3, ※4, ※5, ※6, ※8

902,591

外国為替 ※6  447 ※6  507

その他資産 ※7  7,002 ※7  6,404

有形固定資産 ※9, ※10  17,448 ※9, ※10  17,180

無形固定資産 1,529 1,156

繰延税金資産 4,776 4,770

支払承諾見返 7,761 7,817

貸倒引当金 △16,205 △14,999

資産の部合計 1,210,524 1,276,663

負債の部   

預金 ※7  1,125,261 ※7  1,190,867

譲渡性預金 8,150 2,500

借用金 ※7, ※11  1,600 ※7, ※11  8,700

外国為替 21 10

社債 ※12  5,800 ※12  5,800

その他負債 4,680 4,707

未払法人税等 70 74

資産除去債務 115 112

その他の負債 4,494 4,520

退職給付引当金 3,501 3,482

役員退職慰労引当金 111 －

睡眠預金払戻損失引当金 314 247

再評価に係る繰延税金負債 ※9  2,718 ※9  2,707

支払承諾 7,761 7,817

負債の部合計 1,159,920 1,226,840

純資産の部   

資本金 17,700 17,700

資本剰余金 24,178 24,178

資本準備金 15,641 15,641

その他資本剰余金 8,536 8,536

利益剰余金 5,417 6,123

利益準備金 162 235

その他利益剰余金 5,254 5,887

繰越利益剰余金 5,254 5,887

自己株式 △1 △1

株主資本合計 47,294 47,999

その他有価証券評価差額金 △493 △1,963

土地再評価差額金 ※9  3,803 ※9  3,787

評価・換算差額等合計 3,310 1,823

純資産の部合計 50,604 49,823

負債及び純資産の部合計 1,210,524 1,276,663
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(2)【中間損益計算書】 

（単位：百万円）

前中間会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

経常収益 13,214 12,350

資金運用収益 11,065 10,686

（うち貸出金利息） 9,612 9,204

（うち有価証券利息配当金） 1,415 1,451

役務取引等収益 1,402 1,442

その他業務収益 418 125

その他経常収益 ※1  328 ※1  95

経常費用 12,363 11,369

資金調達費用 1,316 1,027

（うち預金利息） 1,152 888

役務取引等費用 881 836

その他業務費用 38 153

営業経費 ※2  8,611 ※2  8,482

その他経常費用 ※3  1,515 ※3  868

経常利益 851 980

特別利益 170 137

固定資産処分益 － 6

貸倒引当金戻入益 － ※4  128

償却債権取立益 170 －

その他の特別利益 0 1

特別損失 176 47

固定資産処分損 22 16

減損損失 ※5  63 ※5  31

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 91 －

税引前中間純利益 844 1,069

法人税、住民税及び事業税 19 17

法人税等調整額 △0 △5

法人税等合計 19 12

中間純利益 825 1,057
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(3)【中間株主資本等変動計算書】 

（単位：百万円）

前中間会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 17,700 17,700

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 17,700 17,700

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 15,641 15,641

当中間期変動額   

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 15,641 15,641

その他資本剰余金   

当期首残高 8,536 8,536

当中間期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当中間期変動額合計 △0 －

当中間期末残高 8,536 8,536

資本剰余金合計   

当期首残高 24,178 24,178

当中間期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当中間期変動額合計 △0 －

当中間期末残高 24,178 24,178

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 25 162

当中間期変動額   

利益準備金の積立 62 73

当中間期変動額合計 62 73

当中間期末残高 88 235

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 4,783 5,254

当中間期変動額   

利益準備金の積立 △62 △73

剰余金の配当 △314 △367

中間純利益 825 1,057

土地再評価差額金の取崩 23 15

当中間期変動額合計 472 632
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（単位：百万円）

前中間会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当中間期末残高 5,256 5,887

利益剰余金合計   

当期首残高 4,809 5,417

当中間期変動額   

利益準備金の積立 － －

剰余金の配当 △314 △367

中間純利益 825 1,057

土地再評価差額金の取崩 23 15

当中間期変動額合計 535 705

当中間期末残高 5,345 6,123

自己株式   

当期首残高 △0 △1

当中間期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当中間期変動額合計 △0 △0

当中間期末残高 △1 △1

株主資本合計   

当期首残高 46,687 47,294

当中間期変動額   

剰余金の配当 △314 △367

中間純利益 825 1,057

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

土地再評価差額金の取崩 23 15

当中間期変動額合計 534 705

当中間期末残高 47,222 47,999

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1,081 △493

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,277 △1,470

当中間期変動額合計 △1,277 △1,470

当中間期末残高 △195 △1,963

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △1 －

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

1 －

当中間期変動額合計 1 －

当中間期末残高 － －
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（単位：百万円）

前中間会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

土地再評価差額金   

当期首残高 3,921 3,803

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△23 △15

当中間期変動額合計 △23 △15

当中間期末残高 3,898 3,787

評価・換算差額等合計   

当期首残高 5,001 3,310

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,299 △1,486

当中間期変動額合計 △1,299 △1,486

当中間期末残高 3,702 1,823

純資産合計   

当期首残高 51,688 50,604

当中間期変動額   

剰余金の配当 △314 △367

中間純利益 825 1,057

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

土地再評価差額金の取崩 23 15

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,299 △1,486

当中間期変動額合計 △764 △780

当中間期末残高 50,924 49,823
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【重要な会計方針】 

  

 
  

 (自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当中間会計期間

１．商品有価証券の評価基準及

び評価方法 

 商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は移動平均法により算定)により

行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償

却原価法(定額法)、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法に

よる原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては、中間決算

日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)、時価

を把握することが極めて困難と認められるものについては、移動平均法に

よる原価法により行っております。 

  なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

処理しております。 

 

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産と

して運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基

準及び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

 有形固定資産は、定率法(ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物

(建物附属設備を除く)については定額法)を採用し、年間減価償却費見積額

を期間により按分し計上しております。 

 また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物：15年～50年 

その他：３年～６年 

 (2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、行内における利用可能期間(５年)に基づいて償却

しております。 

 (3) リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」(及び

「無形固定資産」)中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法

によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証

の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としてお

ります。 

５．繰延資産の処理方法 株式交付費 

  ３年間の均等償却を行っており、年間償却見込額に12分の６を乗じた額

を計上しております。   

 社債発行費 

  社債発行費は、社債の償還期間にわたり定額法により償却しており、年

間償却見込額に12分の６を乗じた額を計上しております。   

  なお、繰延資産はその他資産に含めて計上しております。 
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 (自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当中間会計期間

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。 

 

 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下、

「破綻先」という。)に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者(以

下、「実質破綻先」という。)に係る債権については、以下のなお書きに記

載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。  

  また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大

きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上

記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した

貸倒実績率等に基づき計上しております。 

  すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査

定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査してお

り、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

 なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、

債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除

した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額

は8,816百万円（前事業年度末は8,005百万円）であります。  

 

(2) 投資損失引当金 

 投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会

社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

 

(3) 退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債

務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務：その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数(11年)による定額法による費用処理又は発生年度において全額費用

処理 

数理計算上の差異：各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数(11年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理 

 なお、会計基準変更時差異(3,546百万円)(代行返上後)については、15年

による按分額を費用処理することとし、当中間会計期間においては同按分

額に12分の６を乗じた額を計上しております。 

 

(4) 睡眠預金払戻損失引当金 

 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者

からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見

積り必要と認める額を計上しております。 
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【追加情報】 

  

 
  

 (自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当中間会計期間

７．外貨建資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しており

ます。 

８．リース取引の処理方法  所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成

20年４月１日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借

取引に準じた会計処理によっております。 

９．ヘッジ会計の方法 (イ) 金利リスク・ヘッジ 

 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱

い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査

委員会報告第24号」という。)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘ

ッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、

ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等

を個別契約ごとに特定し、有効性の評価をしております。 

 

 また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしてお

ります。 

 

(ロ) 為替変動リスク・ヘッジ 

 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監

査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下

「業種別監査委員会報告第25号」という。)に規定する繰延ヘッジによって

おります。 

 ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動

リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を

ヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ

手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ

の有効性を評価しております。 

10．消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税(以下、消費税等という。)の会計処理は、税抜方式

によっております。  

 ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間会計期間の費用

に計上しております。 

(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当中間会計期間

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準) 

当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」(企業会計基準第24号平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日)を適用しております。 

なお、「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号)に基づき、当中間

会計期間の「償却債権取立益」は「その他経常収益」に計上しておりますが、前中間会計期間については遡及処

理を行っておりません。 

(役員退職慰労引当金) 

平成23年５月13日開催の取締役会において役員退職慰労金制度の廃止を決議し、平成23年６月28日開催の第

163期定時株主総会において役員退職慰労金を打ち切り支給することを決議いたしました。 

これにより、当中間会計期間において「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給未払分118百万円

については「その他負債」に含めて計上しております。 
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【注記事項】 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成23年３月31日)

当中間会計期間 
(平成23年９月30日)

※１．関係会社の株式総額 

1,030百万円 

※１．関係会社の株式総額 

1,030百万円 

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は1,749百万円、延

滞債権額は45,043百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の

遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな

いものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸

倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭

和40年政令第97号)第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金であります。 

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は1,821百万円、延

滞債権額は44,771百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の

遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな

いものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸

倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭

和40年政令第97号)第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金であります。 

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は453百万

円であります。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延して

いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しな

いものであります。 

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありま

せん。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延して

いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しな

いものであります。 

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は4,186百万

円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出

金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債

権に該当しないものであります。 

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は4,201百万

円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出

金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債

権に該当しないものであります。 

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は51,433百

万円であります。 

 なお、２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当

金控除前の金額であります。 

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は50,794百

万円であります。 

 なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒

引当金控除前の金額であります。 

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基

づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却

又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利

を有しておりますが、その額面金額は10,917百万

円であります。 

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基

づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却

又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利

を有しておりますが、その額面金額は9,910百万円

であります。 
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前事業年度 
(平成23年３月31日)

当中間会計期間 
(平成23年９月30日)

※７．担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

担保に供している資産 

 
担保資産に対応する債務 

 
 上記のほか、為替決済、共同システム等の取引

の担保として、有価証券29,492百万円を差し入れ

ております。 

 また、その他資産のうち保証金は685百万円であ

ります。 

有価証券 14,442百万円

その他 6百万円

預金 853百万円

借用金 1,300百万円

※７．担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

担保に供している資産 

 
担保資産に対応する債務 

 
 上記のほか、為替決済、共同システム等の取引

の担保として、有価証券29,261百万円を差し入れ

ております。 

 また、その他資産のうち保証金は659百万円であ

ります。 

有価証券 20,506百万円

その他 6百万円

預金 1,516百万円

借用金 8,400百万円

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメント

ライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

けた場合に、契約上規定された条件について違反

がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ

とを約する契約であります。これらの契約に係る

融資未実行残高は73,338百万円であります。この

うち契約残存期間が１年以内のものが63,399百万

円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されず

に終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フロー

に影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及び

その他相当の事由があるときは、当行が実行申し

込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられておりま

す。また、契約時において必要に応じて不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期

的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況

等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保

全上の措置等を講じております。 

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメント

ライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

けた場合に、契約上規定された条件について違反

がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ

とを約する契約であります。これらの契約に係る

融資未実行残高は、74,344百万円であります。こ

のうち契約残存期間が１年以内のものが63,951百

万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されず

に終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フロー

に影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及び

その他相当の事由があるときは、当行が実行申し

込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられておりま

す。また、契約時において必要に応じて不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期

的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況

等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保

全上の措置等を講じております。 
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前事業年度 
(平成23年３月31日)

当中間会計期間 
(平成23年９月30日)

※９．土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める

地価公示法の規定により公示された価格、第２

条第３号に定める土地課税台帳及び第４号に定

める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定めて公

表した方法に基づいて、奥行価格補正、側方路

線影響加算等合理的な調整を行って算出。 

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用

の土地の当事業年度末における時価の合計額と

当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計

額との差額 

6,143百万円 

   再評価を行った年月日 平成11年３月31日

※９．土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める

地価公示法の規定により公示された価格、第２

条第３号に定める土地課税台帳及び第４号に定

める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定めて公

表した方法に基づいて、奥行価格補正、側方路

線影響加算等合理的な調整を行って算出。  

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用

の土地の当中間会計期間末における時価の合計

額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の

合計額との差額 

6,365百万円 

  再評価を行った年月日 平成11年３月31日

※10．有形固定資産の減価償却累計額 17,959百万円 ※10．有形固定資産の減価償却累計額 18,171百万円

※11．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位

である旨の特約が付された劣後特約付借入金300百

万円が含まれております。 

※12．社債には、劣後特約付社債5,800百万円が含まれ

ております。 

※11．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位

である旨の特約が付された劣後特約付借入金300百

万円が含まれております。 

※12．社債には、劣後特約付社債5,800百万円が含まれ

ております。 

※13．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融

商品取引法第２条第３項)による社債に対する当行

の保証債務の額は7,759百万円であります。 

※13．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募(金融

商品取引法第２条第３項)による社債に対する当行

の保証債務の額は7,397百万円であります。 
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(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当中間会計期間

※１．その他経常収益には、株式等売却益246百万円を

含んでおります。 

※１．その他経常収益には、償却債権取立益37百万円

を含んでおります。 

※２．減価償却実施額は下記のとおりであります。 

有形固定資産 297百万円

無形固定資産 405百万円

※２．減価償却実施額は下記のとおりであります。 

有形固定資産 272百万円

無形固定資産 423百万円

※３．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額601百万

円、貸出金償却207百万円、株式等売却損284百万

円及び株式等償却298百万円を含んでおります。 

―――― 

※３．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額136百万

円、貸出金償却73百万円、株式等売却損64百万円

及び株式等償却410百万円を含んでおります。 

※４．東日本大震災の影響による貸倒引当金の戻入益

であります。 

※５．当中間会計期間において、当行が保有する以下

の資産について使用目的を変更すること及び、使

用を中止または中止を予定したこと等に伴い投資

額の回収が見込めなくなったことから、以下の資

産について減損損失を計上しております。 

減損損失              (単位：百万円) 

 
 営業用店舗については、それぞれを収益管理上

の区分(エリアに属する店舗グループ、エリアに属

しないそれぞれの店舗)ごとにグルーピングし、最

小単位としております。また、遊休資産は、各資

産を最小単位としております。本部等については

独立したキャッシュ・フローを生み出さないこと

から共用資産としております。 

 なお、当中間会計期間の減損損失の測定に使用

した回収可能額は正味売却価額であります。正味

売却価額は不動産鑑定評価書又は地価公示法によ

り公示された価格等に基づいて時価の算定を行っ

ております。 

用途 種類 場所 金額

遊休 土地 山形県 56 

遊休 建物 山形県 6 

遊休 土地 新潟県 0 

合計 63 
 

※５．当中間会計期間において、当行が保有する以下

の資産について使用目的を変更すること及び、使

用を中止または中止を予定したこと等に伴い投資

額の回収が見込めなくなったことから、以下の資

産について減損損失を計上しております。 

減損損失              (単位：百万円) 

 
 営業用店舗については、それぞれを収益管理上

の区分(エリアに属する店舗グループ、エリアに属

しないそれぞれの店舗)ごとにグルーピングし、最

小単位としております。また、遊休資産は、各資

産を最小単位としております。本部等については

独立したキャッシュ・フローを生み出さないこと

から共用資産としております。 

 なお、当中間会計期間の減損損失の測定に使用

した回収可能額は正味売却価額であります。正味

売却価額は不動産鑑定評価書又は地価公示法によ

り公示された価格等に基づいて時価の算定を行っ

ております。 

用途 種類 場所 金額

遊休 土地 山形県 12 

遊休 建物 山形県 0 

遊休 土地 新潟県 0 

遊休 建物 東京都 17 

合計 31 
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

Ⅰ 前中間会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(単位：千株) 
 

(注) 変動事由の概要 

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取請求による増加   10千株 

普通株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増(売渡)請求による減少   0千株 

  

Ⅱ 当中間会計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(単位：千株) 
 

(注) 単元未満株式の買取請求による増加        0千株 

単元未満株式の買増(売渡)請求による減少  －千株 

  

 
当事業年度期首 

株式数
当中間会計期間

増加株式数 
当中間会計期間
減少株式数 

当中間会計期間
末株式数 

摘要

自己株式    

普通株式 4 10 0 14 (注)

合 計 4 10 0 14  

 
当事業年度期首 

株式数
当中間会計期間

増加株式数 
当中間会計期間
減少株式数 

当中間会計期間
末株式数 

摘要

自己株式    

普通株式 16 0 － 16 (注)

合 計 16 0 － 16  
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(リース取引関係) 

  

１．ファイナンス・リース取引 

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

前事業年度（平成23年３月31日） 

     当事業年度において当該リース契約の締結はありません。 
  

当中間会計期間（平成23年９月30日) 

     当中間会計期間において当該リース契約の締結はありません。 
  

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 
  

(2) 通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

前事業年度（平成23年３月31日） 

                                 （単位：百万円） 

 
  

当中間会計期間（平成23年９月30日) 

                                 （単位：百万円） 

 
  

② 未経過リース料期末残高相当額 

                       （単位：百万円） 

 
  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

                            （単位：百万円） 

 
  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
  

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各中間会計期間への配

分方法については、利息法によっております。 
  

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引は重要性に乏しいので記載は省略しております。 

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

有形固定資産 1,753 1,273 479 

無形固定資産 1,065 842 223 

合 計 2,818 2,115 703 

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額
中間会計期間末   
残高相当額 

有形固定資産 1,633 1,294 338 

無形固定資産 736 598 138 

合 計 2,370 1,893 476 

 
前事業年度 

（平成23年３月31日） 
当中間会計期間

（平成23年９月30日） 

１年内 450 389 

１年超 317 136 

合 計 767 525 

 
前中間会計期間

(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

支払リース料 264 256 

減価償却費相当額 232 226 

支払利息相当額 24 14 
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(有価証券関係) 

  

Ⅰ 前事業年度(平成23年３月31日現在) 

子会社及び関連会社株式 

該当事項はありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。  

  

Ⅱ 当中間会計期間(平成23年９月30日現在) 

子会社及び関連会社株式 

該当事項はありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。  

  

(資産除去債務関係) 

  

Ⅰ 前事業年度(平成23年３月31日) 

当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減  

 

  
Ⅱ 当中間会計期間(平成23年９月30日現在) 

当中間会計期間における当該資産除去債務の総額の増減  

 

  

 
貸借対照表計上額

（百万円） 

子会社株式 1,013 

関連会社株式 17 

合計 1,030 

 
中間貸借対照表計上

額（百万円） 

子会社株式 1,013 

関連会社株式 17 

合計 1,030 

期首残高 113百万円 

時の経過による調整額 2百万円 

期末残高 115百万円 

期首残高 115百万円 

時の経過による調整額 0百万円 

有形固定資産の除去に伴う減少額 △4百万円 

当中間会計期間末残高 112百万円 
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(１株当たり情報) 

  

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定

上の基礎 
  

 
(注１) 当中間会計期間の当該優先配当額は、平成24年３月31日を基準日として配当を予定している額のう

ち、当中間会計期間に帰属するものとして算定された額を記載しております。 

前中間会計期間の当該優先配当額は、平成23年３月31日を基準日として配当を予定している額のう

ち、前中間会計期間に帰属するものとして算定された額を記載しております。 

(注２) 当該優先株主が当行に対し、当該優先株式の取得と引換えに普通株式の交付を請求することができ

る期間は、平成22年10月１日から平成36年９月30日まででありますが、前中間会計期間末において、

優先株式の取得請求権があるものとみなして算出しております。 

  
  

(重要な後発事象) 

  

 該当事項はありません。 

  

 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当中間会計期間

(１)１株当たり中間純利益金額 円 5.03 6.90 

（算定上の基礎）  

中間純利益 百万円 825 1,057 

普通株主に帰属しない金額 百万円 173 162 

 うち中間優先配当額(注１) 百万円 173 162 

普通株式に係る中間純利益 百万円 652 895 

普通株式の期中平均株式数 千株 129,705 129,698 

(２)潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額(注２) 

円 2.12 2.54 

（算定上の基礎）  

 中間純利益調整額 百万円 173 162 

  うち中間優先配当額(注１) 百万円 173 162 

 普通株式増加数 千株 259,740 285,714 

  うち優先株式 千株 259,740 285,714 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要 

―――― ――――
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４ 【その他】 

中間配当 

平成23年11月９日開催の取締役会において、第164期の中間配当につき次のとおり決議しました。 

  

(1) 普通株式     

     １株当たりの中間配当金   １円50銭 

  

   (2) 第Ⅲ種優先株式      

     中間配当金額         162百万円   

     １株当たりの中間配当金    １円62銭 

  

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成23年12月９日(金) 

  

  

     中間配当金額        194百万円
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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株式会社きらやか銀行 

 
  

 

  

 

   

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社きらやか銀行の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記につい

て中間監査を行った。 
  

中間連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基

準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連

結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理

的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めて

いる。 

中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比

べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不

正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切

な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討

する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
  

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社きらやか銀行及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

独立監査人の中間監査報告書

平成23年11月24日

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士  鈴  木  和  郎   ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士  南  波  秀  哉   ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士  窪  寺     信   ㊞ 

※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

 ２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  
 

株式会社きらやか銀行 

 
  

 

  
 

   

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社きらやか銀行の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第164期事業年度

の中間会計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を

行った。 
  

中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の

有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監

査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、

中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
  

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社きらやか銀行の平成23年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

独立監査人の中間監査報告書

平成23年11月24日

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士  鈴  木  和  郎   ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士  南  波  秀  哉   ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士  窪  寺     信   ㊞ 

※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

 ２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



 

 (注)東京支店は金融商品取引法の規定による縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に 

   供する場所としております。 

  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月25日 

【会社名】 株式会社きらやか銀行 

【英訳名】 Kirayaka Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取 粟野 学 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 山形県山形市旅篭町三丁目２番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社きらやか銀行 東京支店 

  (東京都新宿区西新宿七丁目21番３号西新宿大京ビル６階) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当行取締役頭取粟野学は、当行の第164期第２四半期(自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




